

















　本稿は、2009 年度第 16 回奈良産業大学経済経営学会学生懸賞論文に投稿された同大経済学部 4 回生 O 君の論文







































































　「基本条件」の第二は、5W1H という情報規則である。よく知られているように、5W とは When（いつ）、Where（ど














































































とである。もっとも単純には産業分類を 3（第 1 次、第 2 次、第 3 次産業）～ 13（農林水産、鉱業、製造業、建設、
電力・ガス・水道、商業、金融・保険、不動産、運輸、情報通信、公務、サービス、その他 ) に分類した上で、各
産業の生産額 ( または付加価値額 ) や就業者数で全産業に占める割合を見る。第 2 の観点では、第 1 の観点で明ら
かになった一時点における産業構造が、時間経過とともに（時系列で）どのように変化したか、あるいは変化する




に「他の条件を一定として（other things being equal）」という仮定を置く。モデルを構成する少数の変数どうし
の関係は関数関係として記述されるので、モデル全体の因果関係は明快であるという長所を持つ一方、モデル内の
変数と「与件」として扱われる変数との間の関係は明快とは言い難い。N. Gregory Mankiw〔2011〕Principles of 
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くい言い方かもしれないが、たとえば学生の場合、2 年生が終了し新年度から 3 年生になることを考える。このと
き大学生活が望ましい状態にあるか否かを考えたいのだが、大学生活の望ましさ自体が、多面的な評価を必要とし
ている。しかしここでは学生がもっとも気にしているであろう成績「状況」をもって望ましさの尺度とする。もち
ろんこの場合、2 年生を終わった段階での成績状況である。成績状況は、2 単位科目と 4 単位科目の履修を通じて、
年間 42 単位の枠内で修得単位が記述される。いま 2 年間での修得単位数が 52 単位であったとしよう。2 年間での
最大取得可能単位数は 84 単位だから、52 単位の修得は約 62％の修得率である。このペースが 3 年生、4 年生でも
同じであるとすれば、3 年生での履修枠が 42 単位、4 年生は 52 単位だから、合計 94 単位である。94 単位の 62％




価」のもっとも単純な仕方は基準 [ 値 ] と比べて良いか悪いかである。悪い場合は状況を改善するためにどうすべ
きかを考え、良い場合には状況を ( 悪化させること無く ) 維持するにはどうすべきかを考えなければならない。上




心に変えたり、お金の使い道として 1 ヶ月の携帯電話代 15,000 円のうち 5 千円分を参考書の購入に変えたりである。
経済学の道具では「生産可能性フロンティア（PPF）」というものを使ってこのことを説明する。「資源配分の変更」



























ばこの方法は採用できない。経済学の得意な A と法学の得意な B がいたとする。いま A と B の間で契約が成立し、






















































　因果関係に内在するもう一つの問題は「逆因果関係」の問題である。「実際には B が A を引き起こしているのに、





































































































1 級の試験に合格することは十分条件だが必要条件ではない。2 級の試験に合格するには 2 級以下の実力をすでに
もっていることが必要条件となる。2 級に挑戦する人には 3 級や 4 級の実力は必ず必要である。しかし、3 級の実
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財の生産量の組合せ」を表わしている。生産される財を 2 種類に限定したとき、以下のような PPF は座標平面上

















































   技術進歩 

















   尐子化対策 
 
牛肉 牛肉 







































すれば、これは明らかに国民の生活水準を悪化させることになる（図では B 点から A 点への移行で示されている）。
日本は今後数十年で人口がさらに減少し、2050 年には 1 億人を割り込む推計が出ている 9。
　こうした予測のもと、労働力の減少による生産力の低下に歯止めをかけようと様々な方途が模索されている。も
っとも典型的なものは右上図の「政策①：少子化対策」である。日本の合計特殊出生率は 1.39（2011 年）であり、
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   尐子化対策 
 
牛肉 牛肉 






































































































は 1994 年 7 月 1 日に公布、翌 95 年 7 月 1 日施行された製造物責任法（いわゆる PL 法）は、製造者に対して被害
者が損害賠償を求めることを規定した法律である。
　食品や薬品以外では、単価の高額になる商品に関しても消費者の被害が大きくなる。たとえば大学教育も一種の
























していた。しかしいまや需要飽和社会にあるという見方もあり、それを裏付けるかのように 1990 年代以降の約 20
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